
日本原子力研究所　松田 慎三郎

核融合研究開発基本問題検討会

平成１５年７月２５日

ＩＴＥＲ計画について

第三段階核融合研究開発基本計画
平成４年６月９日　原子力委員会１．目標１．目標１．目標１．目標

　・自己点火条件の達成および長時間燃焼の実現　・自己点火条件の達成および長時間燃焼の実現　・自己点火条件の達成および長時間燃焼の実現　・自己点火条件の達成および長時間燃焼の実現

　・原型炉開発に必要な炉工学技術の基礎の形成　・原型炉開発に必要な炉工学技術の基礎の形成　・原型炉開発に必要な炉工学技術の基礎の形成　・原型炉開発に必要な炉工学技術の基礎の形成

これを達成するための研究開発の中核を担う装置として、トカマク型実験炉を開発する。これを達成するための研究開発の中核を担う装置として、トカマク型実験炉を開発する。これを達成するための研究開発の中核を担う装置として、トカマク型実験炉を開発する。これを達成するための研究開発の中核を担う装置として、トカマク型実験炉を開発する。

２．具体的な研究内容２．具体的な研究内容２．具体的な研究内容２．具体的な研究内容

　（１）炉心プラズマ技術　（１）炉心プラズマ技術　（１）炉心プラズマ技術　（１）炉心プラズマ技術

��1)���1)���1)���1)�トカマク型実験炉の研究開発トカマク型実験炉の研究開発トカマク型実験炉の研究開発トカマク型実験炉の研究開発

　　　　自己点火条件の達成、長時間燃焼の実現を目指す。　　　　自己点火条件の達成、長時間燃焼の実現を目指す。　　　　自己点火条件の達成、長時間燃焼の実現を目指す。　　　　自己点火条件の達成、長時間燃焼の実現を目指す。

��2)���2)���2)���2)�トカマク先進的研究開発、ヘリカル型装置の高性能閉じ込めの定常維持等の研究開発、トカマク先進的研究開発、ヘリカル型装置の高性能閉じ込めの定常維持等の研究開発、トカマク先進的研究開発、ヘリカル型装置の高性能閉じ込めの定常維持等の研究開発、トカマク先進的研究開発、ヘリカル型装置の高性能閉じ込めの定常維持等の研究開発、

　　　　逆磁場ピンチ、ミラー型、ｺﾝﾊﾟｸﾄ・ﾄｰﾗｽ型装置、慣性閉じ込め装置による研究。　　　　逆磁場ピンチ、ミラー型、ｺﾝﾊﾟｸﾄ・ﾄｰﾗｽ型装置、慣性閉じ込め装置による研究。　　　　逆磁場ピンチ、ミラー型、ｺﾝﾊﾟｸﾄ・ﾄｰﾗｽ型装置、慣性閉じ込め装置による研究。　　　　逆磁場ピンチ、ミラー型、ｺﾝﾊﾟｸﾄ・ﾄｰﾗｽ型装置、慣性閉じ込め装置による研究。

　（２）炉工学技術　（２）炉工学技術　（２）炉工学技術　（２）炉工学技術

　　　　実験炉機器の開発、実験炉による試験、原型炉に向けた長期研究開発　　　　実験炉機器の開発、実験炉による試験、原型炉に向けた長期研究開発　　　　実験炉機器の開発、実験炉による試験、原型炉に向けた長期研究開発　　　　実験炉機器の開発、実験炉による試験、原型炉に向けた長期研究開発

　（３）安全性に関する研究　（３）安全性に関する研究　（３）安全性に関する研究　（３）安全性に関する研究

　（４）核融合炉システムの設計研究　（４）核融合炉システムの設計研究　（４）核融合炉システムの設計研究　（４）核融合炉システムの設計研究

3333．研究開発の分担．研究開発の分担．研究開発の分担．研究開発の分担

・実験炉に係わる開発、試験及び研究：日本原子力研究所・実験炉に係わる開発、試験及び研究：日本原子力研究所・実験炉に係わる開発、試験及び研究：日本原子力研究所・実験炉に係わる開発、試験及び研究：日本原子力研究所

・実験炉以外の研究開発：大学、国立研究機関及び日本原子力研究所（相互の連携・実験炉以外の研究開発：大学、国立研究機関及び日本原子力研究所（相互の連携・実験炉以外の研究開発：大学、国立研究機関及び日本原子力研究所（相互の連携・実験炉以外の研究開発：大学、国立研究機関及び日本原子力研究所（相互の連携 協力）協力）協力）協力）•
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超伝導磁場コイル超伝導磁場コイル超伝導磁場コイル超伝導磁場コイル

真空容器真空容器真空容器真空容器

プラズマプラズマプラズマプラズマ
ブランケットブランケットブランケットブランケット

クライオスタットクライオスタットクライオスタットクライオスタット

ダイバータダイバータダイバータダイバータ

核融合出力 :�500�MW
エネルギー増倍率��:�Q� �10

�������������������(～�400�s)
Q～5(定常運転）

中性子壁負荷　　　：0.5MW/m2 以上
中性子フルエンス　：0.3MW.a/m2以上
大半径／小半径 :��6.2�m／2.0�m
プラズマ電流 :��15�MA
最大磁場
(コイル中心）　���:�11.8�T
(プラズマ中心) ��:���5.3�T
プラズマ体積　　　：840�m3

核融合出力

外部加熱入力
Q�=

≥

(������)

「第三段階核融合研究開発基本計画」
の「実験炉」→「ITER計画」

「�ITERは、基本計画の目標に合致したトカマク型の実験炉で、技術的側面においては、設定

された技術目標を満たしうる。」（平成１３年６月５日、原子力委員会決定）

0000 mmmm 11110000 mmmm 22220000 mmmm 33330000 mmmm
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工学設計活動の成果

Remote Handling Manual •
Assembly Requirements •

Load Specifications •
Safety Requirements •

Cost Guidelines •
Materials Properties Handbook •

Structural Design Criteria •
Vacuum Design Handbook •

Radiation Hardness Manual •
Physics Basis •

Quality Assurance Manual •
CAD Manual •

Site Specification Document •

• Plasma Performance Analysis
• Plasma Operation Analysis
• Control System Design & Assessment
• Plant Operation Plan
• Construction & Commissioning Plan
• Decommissioning Procedure & Plan
• Assembly Procedures
• Remote Handling Procedures
• Tokamak Structural Assessment
• Seismic Analysis Report
• Nuclear Analysis Report
• Materials Assessment Report
• Cost Analysis Report
• Plant Reliability Report
• Electrical Power Supply Plant Dynamics
• Integrated Cryoplant Operation
• Plant Thermohydraulic Assessment
• Fuel Cycle Assessment
• Addition H&CD Assessment
• (Generic) Site Safety Report

1.1 Magnet
1.5 Vacuum Vessel
1.6 Blanket
1.7 Divertor
2.3 Remote Handling Equipment
3.1 Vacuum Pumping & Fuelling
3.2 Tritium Plant & Detritiation
2.4 Cryostat

5.5 Diagnostics
6.2 Buildings & Layout
6.4 Radiological & Environmental Monitoring
6.5 Liquid & Gas Distribution
6.3 Hot Cells & Waste Processing
5.6 Test Blanket

Design Description Document設計報告書

プラント評価書

設計根拠書
プラント記述図書
Plant Description Document

設計要求とｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ2
Design Requirements and Guidelines 2

システム毎の境界条件とシステ
ムレベルでの詳細な機能、要求
事項、基本仕様

2.7 Thermal Shields
3.4 Cryoplant & Cryodistribution
2.6 Cooling Water
4.1 Pulsed & Steady State Power Supplies
5.1 Ion Cyclotron H&CD
5.2 Electron Cyclotron H&CD
5.4 Lower Hybrid H&CD
5.3 Neutral Beam H&CD

設計要求とｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ1
Design Requirements and Guidelines 1

システムレベルより上位の
要求事項と基本仕様

全体的なプラントの記述書。
全体計画についてはプラント
評価書を補足書として準備

プラント設計仕様 Plant Design Specification

最上流の図書。
設計に依存しない最高レベルの要求事項を記述。
安全の方針、クライテリア等含む。

３万頁を超える設計技術文書
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１）技術諮問委員会：大学　３名、原研／その他の機関：１名（１）技術諮問委員会：大学　３名、原研／その他の機関：１名（１）技術諮問委員会：大学　３名、原研／その他の機関：１名（１）技術諮問委員会：大学　３名、原研／その他の機関：１名（EDAEDAEDAEDA技術部会）技術部会）技術部会）技術部会）

２）物理Ｒ＆Ｄ　　：大学１１名、原研：１５名２）物理Ｒ＆Ｄ　　：大学１１名、原研：１５名２）物理Ｒ＆Ｄ　　：大学１１名、原研：１５名２）物理Ｒ＆Ｄ　　：大学１１名、原研：１５名

３）共同中央チーム派遣員：産業界：約２０名、原　研：約１０名３）共同中央チーム派遣員：産業界：約２０名、原　研：約１０名３）共同中央チーム派遣員：産業界：約２０名、原　研：約１０名３）共同中央チーム派遣員：産業界：約２０名、原　研：約１０名

４）ＥＤＡ研究協力委員会を通じての委託研究：４）ＥＤＡ研究協力委員会を通じての委託研究：４）ＥＤＡ研究協力委員会を通じての委託研究：４）ＥＤＡ研究協力委員会を通じての委託研究： １５１５１５１５～～～～３０件／年（平成５３０件／年（平成５３０件／年（平成５３０件／年（平成５----１２年）１２年）１２年）１２年）

５）産業界への設計発注：約４０社に約１００件／年（平成４５）産業界への設計発注：約４０社に約１００件／年（平成４５）産業界への設計発注：約４０社に約１００件／年（平成４５）産業界への設計発注：約４０社に約１００件／年（平成４～～～～１２年）１２年）１２年）１２年）

当初当初当初当初EDA�EDA�EDA�EDA�活動期間活動期間活動期間活動期間
1992199219921992～～～～1998199819981998（６年間）（６年間）（６年間）（６年間）

当当当当初初初初EEEEDDDDAAAA����活活活活動動動動期期期期間間間間

1111999999992222～～～～1111999999998888
EDAEDAEDAEDA延長期間延長期間延長期間延長期間
1998199819981998～～～～2001200120012001（３年間）（３年間）（３年間）（３年間）（（（（６６６６年年年年間間間間））））
EEEEDDDDAAAA延延延延長長長長期期期期間間間間

1111999999998888～～～～2222000000001111

共同中央チーム共同中央チーム共同中央チーム共同中央チーム
作業サイト作業サイト作業サイト作業サイト

（（（（３３３３年年年年間間間間））））

共共共共同同同同中中中中央央央央チチチチーーーームムムム

設計人員規模設計人員規模設計人員規模設計人員規模

作作作作業業業業ササササイイイイトトトト
ガルヒンク（ドイツ），那珂，ガルヒンク（ドイツ），那珂，ガルヒンク（ドイツ），那珂，ガルヒンク（ドイツ），那珂，
サンディエゴ（米国）サンディエゴ（米国）サンディエゴ（米国）サンディエゴ（米国）

設設設設計計計計人人人人員員員員規規規規模模模模

ガガガガルルルルヒヒヒヒンンンンクククク（（（（ドドドドイイイイツツツツ）））），，，，那那那那珂珂珂珂，，，，

全体：１，４２０人・年全体：１，４２０人・年全体：１，４２０人・年全体：１，４２０人・年

　　　共同中央チーム　　　共同中央チーム　　　共同中央チーム　　　共同中央チーム�730�730�730�730人・年人・年人・年人・年
　　　　（各極から　　　　（各極から　　　　（各極から　　　　（各極から30303030～～～～40404040人人人人////年）年）年）年）

　　　国内チーム　　　国内チーム　　　国内チーム　　　国内チーム�690�690�690�690人・年人・年人・年人・年

ササササンンンンデデデディィィィエエエエゴゴゴゴ（（（（米米米米国国国国））））

全全全全体体体体：：：：１１１１，，，，４４４４２２２２００００人人人人・・・・年年年年

　　　　　　　　　　　　共共共共同同同同中中中中央央央央チチチチーーーームムムム ����777733330000人人人人・・・・年年年年

　　　　　　　　　　　　　　　　（（（（各各各各極極極極かかかからららら 33330000～～～～44440000人人人人////年年年年））））

　　　　　　　　　　　　国国国国内内内内チチチチーーーームムムム

総額：総額：総額：総額：544�KIUA544�KIUA544�KIUA544�KIUA

����666699990000人人人人・・・・年年年年

総総総総額額額額：：：： 555544444444����KKKKIIIIUUUUAAAA

全全全全体体体体：：：：５５５５７７７７００００人人人人・・・・年年年年

　　　　　　　　　　　　共共共共同同同同中中中中央央央央チチチチーーーームムムム ����333311110000人人人人・・・・年年年年

　　　　　　　　　　　　　　　　（（（（各各各各極極極極かかかからららら 33330000～～～～44440000人人人人////年年年年））））

　　　　　　　　　　　　国国国国内内内内チチチチーーーームムムム

総額：総額：総額：総額：113�KIUA113�KIUA113�KIUA113�KIUA

����222266660000人人人人・・・・年年年年

総総総総額額額額：：：：

ガルヒンク（ドイツ），那珂ガルヒンク（ドイツ），那珂ガルヒンク（ドイツ），那珂ガルヒンク（ドイツ），那珂

111111113333����KKKKIIIIUUUUAAAA
工学工学工学工学R&DR&DR&DR&D予算予算予算予算
規模規模規模規模

ガガガガルルルルヒヒヒヒンンンンクククク（（（（ドドドドイイイイツツツツ）））），，，，那那那那珂珂珂珂

工工工工学学学学RRRR&&&&DDDD予予予予算算算算

規規規規模模模模

KIUA：１KIUAは1989年当時の1000KUS$。2000年の時点で約1.5億円相当。
人･年：支援者の作業を含み１人の設計技術者が１年かかる作業量。

大学•産業界からの参加(EDA期間）

工学設計活動期の資金•人員規模

-4-

７つの分野の専門家グループ７つの分野の専門家グループ７つの分野の専門家グループ７つの分野の専門家グループ
・閉じ込め則・モデリング・閉じ込め則・モデリング・閉じ込め則・モデリング・閉じ込め則・モデリング
・内部輸送障壁の物理・内部輸送障壁の物理・内部輸送障壁の物理・内部輸送障壁の物理
・境界プラズマ・ダイバータ・境界プラズマ・ダイバータ・境界プラズマ・ダイバータ・境界プラズマ・ダイバータ
・周辺及びペデスタルの物理・周辺及びペデスタルの物理・周辺及びペデスタルの物理・周辺及びペデスタルの物理
・加熱・電流駆動、高速粒子・加熱・電流駆動、高速粒子・加熱・電流駆動、高速粒子・加熱・電流駆動、高速粒子
・・・・MHDMHDMHDMHD・ディスラプション・ディスラプション・ディスラプション・ディスラプション
・計測・計測・計測・計測

工学的基盤
→高津委員報告書に包含。

成果を支える物理基盤

JET

JT-60
DIII-D

C-mod

TCV

JFT-2M

ASDEX

PBX-M

COMPASS

10

1

0.1

0.1 1 10

高閉じ込め遷移パワー予測値（MW）高
閉
じ
込
め
遷
移
パ
ワ
ー
実
測
値
（
M
W
）

高閉じ込め状態への
遷移パワーの予測

0.1

1

従来方式

ITER

JET

DIII-D

0.5

5

ITER方式
（欧）

TFTR
（米）

（米）

JT-60

万万万万1 1 万万万万0 10 万万万万0

JT-60

ビーム電圧（ボルト）

(
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ロ
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ア
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ト
/平

方
セ

ン
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ー
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ル

)

プ
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ズ
マ
電
流
発
生
効
率

電流駆動性能の予測
世界のトカマク実験の成果
を集約し、ITERのプラズマ

性能の物理基盤を構築

閉じ込め性能の予測

閉じ込め時間閉じ込め時間閉じ込め時間閉じ込め時間 予測値予測値予測値予測値

EscalingEscalingEscalingEscaling（（（（秒）秒）秒）秒）

0.0010.0010.0010.001 0.010.010.010.01 0.10.10.10.1 1111 10101010
0.0010.0010.0010.001
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1111

10101010
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値
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値
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E
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E
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（（ （（

秒
）

秒
）

秒
）

秒
）

エネルギー増倍率の予測
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エネルギー増倍率予測値エネルギー増倍率予測値エネルギー増倍率予測値エネルギー増倍率予測値
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エネルギー閉じ込め改善因子HH

0
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0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3

Ploss/PLH=1.3

Q=10

ITER(Ip=15.1MA)：誘導運転

Q=20

Q=50

密度限界

L-H遷移

圧力限界
ne/nG=1

βN=2.5
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発電実証プラント

発発発発電電電電のののの実実実実証証証証

JJJJTTTT----66660000

NBINBI
265265

実験炉(ITER)

核融合材料照射施設(IFMIF)
（（（（国国国国際際際際協協協協力力力力））））

材料開発

Q=30～50

Q～1

Q�≥≥≥≥�10,�ββββN�～�1.7-�3.2

JT-60定常高ベータ化計画

•�ββββN�～�3.5-�5.5,�定常

ββββN�～�3.5-5.5,�定常

発電実証プラントに向っての

長寿命試験

定常制御

ITERの位置づけ

材
料
選
択

魅
力
的
な
材
料

高性能化
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ITER

EDA以降のITER技術活動

移行措置(ITA)：平成１５年１月～ITER国際核融合エネルギー機構発足
[目的]
・CTA終了までに蓄積した技術的事項をITER国際核融合ｴﾈﾙｷﾞｰ機構へ円滑に移行し、ITER建設
の共同実施を遅帯なく立上げるとともに、ITER計画の健全性を確保する。

[実施内容]
・文書化されたITER設計基礎ベースの維持。
・調達手続きの準備、決定サイト固有の条件への適合設計、許認可の準備及び必要な安全
解析などを実施。

・ITER準備委員会の下、機構所長候補を中心に、機構の組織体制、機構の規則等を準備。

ITERの共同実施に関する取り決めの調印に向けて進めている公式政府間協議に技術的な側
面から資する。

調整技術活動(CTA)：平成１３年７月～平成１４年１２月
[目的]

[実施内容及び成果]
・参加極極内チーム及び国際チームが共同して実施。
・那珂及びガルヒンクサイトの国際チームへは参加極から合計60数名
・ITER最終設計報告書を基に、真空容器、超電導マグネット等のITERの初期調達に関わる機

器仕様の詳細化、設計の合理化などを実施。
・許認可取得に向けた準備。
・調達配分の検討における技術的支援。
・地盤･地震、水、電力、輸送方法などのサイト特有の条件に関する技術検討。
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ＩＴＥＲ政府間協議
2001年11月より、EU、カナダ、ロシア、日本の４極により、ITER計画の共同実
施に向けた政府間協議を開始。これまでに８回の政府間協議を開催。
2003年2月の第８回政府間協議より米国と中国が参加。６月から韓国が参加。

主な協議内容

・共同実施協定と附属文書

・ＩＴＥＲサイトの選定

・費用分担と調達配分

・運営体制と主要人事

・移行措置

・その他

年 ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５

非公式
政府間協議

EDA

協協協協議議議議

▼

カナダ 日本、EU ▼

建建建建設設設設
運運運運転転転転

公式政府間協議

サイト共同評価(JASS)

協定調印

国際的な

サイト選定

最終
報告書

▼▼

最終設計
報告書

工学設計活動(EDA)

国内サイト評価

各極サイト提案
建設・運転

移行活動(ITA)

ITER
事業体
設立

(許認可手続)

国内
手続

調整技術活動(CTA)
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世界のITERサイト候補地

バンデロス・サイトバンデロス・サイトバンデロス・サイトバンデロス・サイト
・既存原子力サイト
・サイト内に原発１基
・港湾、鉄道及び高速道路に隣接
・バルセロナ市(人口170万人)から

約120km

カダラッシュ・サイトカダラッシュ・サイトカダラッシュ・サイトカダラッシュ・サイト
・CEA敷地（1,560ha）、600haの未使用地
　多くの原子力施設があり、地盤堅固
・500～700MWの受電可
・冷却水を取り込む河川、貯水池あり
・エクサンプロバンス市（人口15万人）から約40km

六ヶ所村・サイト六ヶ所村・サイト六ヶ所村・サイト六ヶ所村・サイト
・付近に再処理施設、ｴﾈﾙｷﾞｰ
　関連施設
・堅固で安定な地盤
・安定な送電系統、十分な給排水
・港湾施設に近接
・青森市(人口30万人)、八戸市

(人口24万人)から約50km
　クラリントン・サイト　クラリントン・サイト　クラリントン・サイト　クラリントン・サイト
・既存原子力サイト(485ha)、
・ITERサイトとして約240haが利用可
・サイト内に原発4基、500MWの
　受電可
・オンタリオ湖畔、冷却水は十分
・サイト内でのトリチウム調達可能
・トロント市(人口450万人)から約

60km

スペインスペインスペインスペイン
フランスフランスフランスフランス

日本日本日本日本 カナダカナダカナダカナダ

2002年6月サイト提案

2002年6月サイト提案

2001年６月サイト提案
2002年６月サイト提案

平成１５年６月現在
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サイト共同評価

各極の専門家と国際チームメンバーから成る評価作業グループを設立、サイト
提案書に基づき、現地調査と評価作業を実施。

サイト提案書は、サイトとしての要件を、I.技術的視点（用地、電力、水、輸
送等）Ⅱ.社会文化的視点、Ⅲ．許認可、Ⅳ．ホスト国とＩＬＥの関係、Ⅴ．運
転費と廃止措置費から説明したもの。

全体結論

サイト間に差異はあるものの、提出されているサイト提案はすべて問題な
いものであり、全てのサイト要件、設計の前提条件を完全に満たす。

—

したがって、どの候補サイトにおいてもＩＴＥＲ計画が実施可能であり、
成功すると思われる。

—

ただし、サイト間の違いがあることも確かであり、それぞれのサイトにつ
いて、設計の前提条件を満足させるためにホスト側が用意すべき追加的措
置を明確にした。

—

サイト共同評価最終報告書
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サイト決定に向けたサイト決定に向けたサイト決定に向けたサイト決定に向けた
参加極間の協議参加極間の協議参加極間の協議参加極間の協議

協 定 案 等

に 関 す る

技 術 的 な

検 討
各サイト毎のシナリオに基づく
サイト選定の交渉（費用分担、
主要人事、物納の調達配分等）

各サイト毎のシナリオに基づく各サイト毎のシナリオに基づく各サイト毎のシナリオに基づく各サイト毎のシナリオに基づく
サイト選定の交渉（費用分担、サイト選定の交渉（費用分担、サイト選定の交渉（費用分担、サイト選定の交渉（費用分担、
主要人事、物納の調達配分等）主要人事、物納の調達配分等）主要人事、物納の調達配分等）主要人事、物納の調達配分等）

ハイレベルでの協議による
サイトに関する合意

ハイレベルでの協議によるハイレベルでの協議によるハイレベルでの協議によるハイレベルでの協議による
サイトに関する合意サイトに関する合意サイトに関する合意サイトに関する合意

出来るだけ早期に協定を完成させ、ＩＴＥＲの建設を開始出来るだけ早期に協定を完成させ、ＩＴＥＲの建設を開始出来るだけ早期に協定を完成させ、ＩＴＥＲの建設を開始出来るだけ早期に協定を完成させ、ＩＴＥＲの建設を開始

サブグループ会合
作業グループ会合

サブグループ会合サブグループ会合サブグループ会合サブグループ会合
作業グループ会合作業グループ会合作業グループ会合作業グループ会合

建設開始への手順

今後、シナリオ（サイト毎の費用分担、調達配分、主要人事等のパッ
）に基づいて、サイト選定に至る協議を行う。ケージ

各極とも、最終的な合意のためには、高い（政治的）レベルの協議が
必要であるとの認識。
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費用分担と調達配分

非公式政府間協議(2000年4月～12月）の報告書

　　非共通部分（建物や輸送の困難な物品等）はホスト国負担

共通部分は、可能な限りバランスのとれた分担

2002年5月の総合科学技術会議の結論と閣議了解　

　「参加極間の経費分担については、全ての参加極が一定規模
以上の貢献を行う中で、経済規模を反映したものとすること」

2003年２月の第８回政府間協議で、米国と中国が参加。また、
６月から韓国が参加。全部で７極となる。

ＩＴＥＲ計画の加盟極となるためには「有意な貢献－
Significant�Contribution」を行うことが必要というのが共
通理解。以上のベースのもとで、費用分担を協議中。

調達配分のキーポイント

　　製造能力、共通部分割合、新規参加極、物納と資金貢献。
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建設期における運営体制（案）

計画管理
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ･ﾈｯﾄﾜｰｸ
技術業務
事務業務
等の支援

建設計画
諮問委員会  

監事

科学技術
諮問委員会

 

機構/ホストの関係

機構職員
(専門職員＋支援員)

 

支援業務

機構長

理事会

ホスト
対応

統合・ 取り
合い調整

安全・
許認可

ホスト国

中央チーム

建設期

首席副機構長

計画
管理

管理
部門

物理調達 品質
保証

契
　

約

ITER国際核融合エネルギー機構

フィールドチーム
(建設期のみ)

極内機関極内機関

企業、他の機関企業、他の機関

極内機関

企業、他の機関

所長スタッフ

フィールドチーム
(建設期のみ)

フィールドチーム
(建設期のみ)
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運転期のＩＴＥＲへの研究参加

 Council 

DG

STAC

Experimental Planning Assembly(EPA)

Operation Division Science Division

Task Force A Task Force B Task Force C

Member A Member B Member X

Direct & Remote
Participations

ITER Organization
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共同実施協定(JIA)

共同実施協定(JIA)と関連文書の作成

国際機関(ITER�International�Fusion�Energy
Organization）

理事会が最高議決機関、機構長のもと一本化された組織

貢献の原則、議決方法（より多くの貢献をした極が大きな
発言権）

加盟（新規加盟には、現加盟極と同等の有意な貢献を行う
ことが必要。それ以下の貢献の場合には国際協力）

平和利用、監査、期間、脱退

関連文書

付属書（協定と一体）：特権免除、知的財産、ホスト支援

その他、関連文書として、理事会規則、費用負担、本部協
定案等について議論
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各�極�の�状�況

　－５月１３日の競争力相理事会（域内市場、産業、研究担当大臣）において、費用
分担のシナリオと、ＥＵのサイトを一つに絞り込むことについて議論。

　－９月の競争力相理事会での決着に向けて、ＥＵのサイトを１つに絞り込むことに
なった。

ＥＵ：

　－州政府と連邦政府において、カナダのサイト提案の改訂（ホスト国となる場合に
ある程度の費用負担を行うこと）を検討中

カナダ：

　－連邦プログラムに沿ってＩＴＥＲ活動を実施中。ロシアの企業がＩＴＥＲの機器
を製作可能かどうか、調達分担のレビューを行った。

ロシア

　－代表団が３月にバンデヨス、カダラッシュ、４月に六ヶ所村を訪問

　－国内チームを組織して、移行措置（ＩＴＡ）活動へ参加。国際トカマク物理活動
（ＩＴＰＡ）への参加も準備中

中国：

　－ＤＯＥ核融合科学部は次期核燃焼装置計画の中で、ＩＴＥＲ計画に集中

　－ＩＴＥＲのコストレビューを行う

米国
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顧問

事務局
調整委員会

(玉野 輝男委員長)

核融合フォーラム

社会と核融合 プラズマ物理 炉工学 核融合の早期実用化

運営会議
(佐藤 文隆議長)

ー核融合フォーラムー

全日本的協力体制

核融合に関する情報交換や討議を行う場を提供• 
核融合フォーラムの活動に関する情報を各界に発信し理解• 
を深める   
核融合に関する国の施策へ貢献• 

人材育成•
大学、各種研究機関、•
産業界による共同実施

等
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(人)

JT-60
実績

平成年度

改修設計グループテーマ班による実験遂行

JT-60共用協議会(仮称)

那珂研究所長

実験・研究協力専門部会

トカマク国内重点化装置専門部会

閉じ込め・輸送

ＭＨＤ・制御

高速粒子・定常運転

境界プラズマ

原研、大学等からの
提案による

プラズマ壁相互作用

計測 大学等からのリーダー、

基盤的研究

実験及びトカマク国内重点化装置への
改修に係わる共同企画・共同研究の審議

コーディネーター 総括

設計・製作Gr.

物理検討Gr.

超伝導

第一壁

安定性

放電シナリオ

計測

大学等と原研で構成

実験

実施体制

運転

実施体制

重点化装
置計画
実施体制

ダイバータ

テーマ班（例）

研究協力者

わが国の研究者が、国際トカマク

物理活動や計測開発等を通じて

ITER計画を主導することに貢献

（文部科学省学術審議会(核融合WG）報告の方向性を先取り）

ITER支援のための研究協力
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